
市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表((((平成平成平成平成19191919年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算))))
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人 口
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人(H20.3.31現在)
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千円
千円
千円

財政力財政力財政力財政力

財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数 [0.29][0.29][0.29][0.29]

類似団体内順位

[ 11/17 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

0.550.550.550.55
秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均
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類似団体内平均値
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美郷町の比率

財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率 [91.4%][91.4%][91.4%][91.4%]

類似団体内順位

[ 4/17 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

92.092.092.092.0
秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均
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人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの適正度適正度適正度適正度

人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額 [163,169[163,169[163,169[163,169 円円円円]]]]

類似団体内順位

[ 11/17 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

116,898116,898116,898116,898
秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均
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給与水準給与水準給与水準給与水準のののの適正度   適正度   適正度   適正度   （（（（国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））

ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数 [90.9][90.9][90.9][90.9]

類似団体内順位

[ 4/17 ]

全国市平均全国市平均全国市平均全国市平均

97.097.097.097.0
全国町村平均全国町村平均全国町村平均全国町村平均
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定員管理定員管理定員管理定員管理のののの適正度適正度適正度適正度

人口人口人口人口1,0001,0001,0001,000 人当人当人当人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数 [11.69[11.69[11.69[11.69 人人人人]]]]

類似団体内順位

[ 11/17 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

7.827.827.827.82
秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均
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公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの健全度健全度健全度健全度

実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率 [19.4%][19.4%][19.4%][19.4%]

類似団体内順位

[ 10/17 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

12.312.312.312.3
秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均
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将来負担将来負担将来負担将来負担のののの健全度健全度健全度健全度

人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり地方債現在高地方債現在高地方債現在高地方債現在高 [709,370[709,370[709,370[709,370 円円円円]]]]

類似団体内順位

[ 9/17 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力財政力財政力財政力

財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの
適正度適正度適正度適正度

給与水準給与水準給与水準給与水準のののの適正度適正度適正度適正度
   （   （   （   （国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））

定員管理定員管理定員管理定員管理のののの適正度適正度適正度適正度

公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの健全度健全度健全度健全度

将来負担将来負担将来負担将来負担のののの健全度健全度健全度健全度

類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均

美郷町美郷町美郷町美郷町
※※※※類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均をををを100100100100としたとしたとしたとした
　　　　ときのときのときのときの比率比率比率比率でででで表表表表したしたしたした。。。。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

※平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない
　団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※ラスパイレス指数及び人口1,000人当たり職員数については、平成19年地方公務員給与
　実態調査に基づくものである。なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、
　当該項目に係るデータのグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄分析欄分析欄分析欄
【財政力指数】
　基幹産業である農業を取り巻く状況の厳しさ、長引く景気の低迷による個人・法人関係の実質的な税収の伸び悩みから、０．２９と類似団体平
均を大きく下回っている。今後も「集中改革プラン」に基づき歳出の削減を図る一方、滞納対策本部を中心とした税及び税外収入の徴収強化に努
め、財政の健全化を図る。
【経常収支比率】
　前年に比べ１．９ポイント改善され９１．４％となっており、類似団体平均を下回ってはいるが、国体開催に伴う関係職員の人件費等を臨時的経
費としたことなどによるものであり、根本的な部分の改善が必要となることから、今後は主要因である物件費を削減するため施設の統廃合を含め
た管理運営の見直しを具現化することなど、更に経常経費の削減に努める。
【ラスパイレス指数】
　類似団体平均９３．０を下回る９０．９となっている。
【人口１,０００人当たり職員数】
　類似団体平均８．８８人を大きく上回る１１．６９人となっており、これは町村合併によるものであるが、今後も「集中改革プラン」に基づき退職者
補充に係る新規採用を抑制し、平成２４年度までに５２名（１８．４％）の職員の削減を図る。

　

【人口１人当たり地方債現在高】
　類似団体平均５１４，４８９円を上回る７０９，３７０円となっており、合併前に旧町村で実施した大型施設整備事業に係る町債の発行が大きな要因と
なっている。今後も、一会計年度の町債発行額を当該年度の償還元金の範囲内に納めるという内部の取り決めを遵守し、既発債の償還について
は、繰上償還が可能な局面には積極的に取り組み、公債費負担の解消に努める。
【実質公債費比率】
　類似団体平均１６．３を３．４ポイント上回っている。人口１人当たり地方債残高の分析欄の公債費のほか、公営企業に対する繰出基準外の繰出金
や公債費に準ずる債務負担に基づく支出が類似団体に比べて多額であることが要因となっている。今後は、「公債費負担適正化計画」に基づき、公
債費の抑制に取り組み、また、準公債費についても可能な限り繰上償還を行う。なお、公債費については、平成１９年度をピークに減少していく見通
しとなっている。
【人口１人あたり人件費・物件費等決算額】
　類似団体平均１２０，１０４円を大きく上回る１６３，１６９円となっている。物件費等については経常収支比率の分析欄にあるとおり公共施設の維持
管理経費などよるものであり、人件費については、人口１，０００人当たり職員数の分析欄のとおり職員数が多いことによる。


